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　SNSでは、財務省悪玉論や陰謀論が飛び交

っている。「財政再建だけしか考えないので、

経済はいつまでたってもデフレから脱却でき

ない」「意にそわない政権には従わず、倒閣

運動までする」などなど。

　これに輪をかけたのが安倍回顧録だ。消費

増税を巡るやり取りで、「財務官僚は、安倍

政権批判を展開し私を引きずり下ろそうと画

策した」「彼らは省益のためなら政権を倒す

ことも辞さない」「国が滅びても、財政規律

が保たれていれば満足なのです」と記されて

いる。

　最近では、「ザイム真理教」（森永卓郎著）

なる本が書店に山積みになっている。「財務

省は、宗教を通り越して、カルト教団化して

いる。財政緊縮の教義を守る限り、日本経済

は転落を続け国民生活は貧困化し、日本だけ

経済成長できない」と説く。

　このような意図的で悪意ある風説に、財務

省は政府という立場上、正面切った反論がで

きない。そこで筆者なりの見解を述べてみた

い。

　まず、「財務省は一国の経済運営より財政

再建を重要視する」という批判について。「経

済がこけたら財政再建もこけてしまう」とい

うのは誰でもわかる自明の理で、入省後研修

で大学院レベルの経済学を履修する財務官僚

でこれを信じる者は見たことがない。「経済

がこける」といっては需給ギャップを埋める

規模の追加経済対策を引きだしてきた政治家

や民間エコノミストの方が問題だろう。常に

カンフル剤を期待する依存症の経済体質が、

わが国の潜在成長力の低下につながった。

　問題は、なぜこのような批判が出るのだろ

うかということである。筆者は、社会保障・

税一体改革、消費増税のスキームに問題があ

ったと考えている。2012年２月17日に閣議決

定された社会保障・税一体改革大綱は、「社

会保障の機能強化・機能維持のための安定財

源確保と財政健全化の同時達成を目指す」と

して、消費税10％への引き上げを決めた。増

税分５％の使途は、社会保障の安定化（後代

への負担の付け回しの軽減、年金国庫負担２

分の１引上げ財源、税率引上げに伴う社会保

障支出等の増）に４％、社会保障の充実に１

％となった。

　国民側から見ると、５％も消費増税してお

いて、社会保障の充実に使われる分はわずか

１％ということになる。残りは赤字国債でフ

ァイナンスしている社会保障費を税財源に置
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き換える財政再建のためということになる。

財務省の中にも、このスキームはやりすぎと

いう批判があった。安倍元首相は直感的にこ

のことに気が付き、10％への引き上げ時に使

途を変更して、少子化対策にも活用できるよ

うにした。

　筆者は、消費増税を行っても、増収分をすべ

て少子化対策やほころびの生じている社会保

障の充実に使うなら、経済効果はニュートラ

ル、いや消費性向の高い者への再分配なので、

プラスだと考えている。まずは国民の将来不

安を軽減させるための負担増、不安が減少し

経済が好転する中で財政再建という道筋を、

財務省が国民や政治家に明確に提示できてい

ないことが今日の誤解を生んだといえよう。

　今年は、金融正常化の年だ。金利上昇によ

り政府の国債利払い費は毎年増えていく。１

％上昇すれば２年後に２兆円の国債費の増に

つながり、それを賄うためにさらなる新規国

債発行という悪循環に陥る。金融正常化をス

ムーズに進めていくには、財政健全化の道筋

に政権が強くコミットすることが必須とな

る。財務省は、国民への十分な説明をしつつ、

市場の信頼を損なうことのない財政政策を進

めていってほしい。

　筆者は30年近く、放漫財政は金利の急騰を

招きインフレに火が付く、と言ってきたがそ

んな事態は生じないので「オオカミ少年（中

年）」と揶揄されてきた。改めてイソップ童

話を読み返すと、最後にオオカミは来た！の

である。
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